
                                                   
平成 26 年 2 月 4 日 

各      位 
        会 社 名 株式会社マツヤ 

       代表者名 代表取締役社長   小山 栄造 

（J A S D A Q・コード７４５２） 

          問合せ先 執行役員財務本部長 北川 正一 

       ＴＥＬ  （026）241-1314 

 

 中期経営計画の策定に関するお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成 27 年 2 月期を初年度とする新たな「中期経営計画」を

策定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。  

 なお、当社は、本日「特別損失の計上及び繰延税金資産の取り崩し見込み、店舗閉鎖等の合理化、

債権の取立不能のおそれ、業績予想及び配当予想の修正、株主優待制度の中止並びに役員報酬の

減額に関するお知らせ」を公表しておりますので、併せてご参照くださいますよう、お願い申し上げま

す。 

記 

１． 現中期経営計画の状況 

 当社グループは、競争に打ち勝つ企業体質の確立のため、年間 52 週のＭＤ（マーチャンダイジ

ング）カレンダーを基に、旬の商品の提案、お客様の暮らしを考えた食に関する提案を積極的に進

め、買い上げ点数増を図っております。しかしながら、個人消費の伸びが弱い中において、同業他

社との競争に加え、コンビニエンスストア等の他業種の影響等もあり、厳しい環境が続いておりま

す。 

 以上の事由により、当社は売上高、経常利益ともに想定より厳しい状況にあることから、今年10月

の創業 100 周年にむけて、「ヘルシー」「おいしさ」「簡単・便利」をキーワードとして、よりお客様に

近づいた食生活を提案し、中長期的な事業規模の拡大と収益性の向上を実現するため、中期経

営計画を策定し、抜本的な事業改革を行うことといたしました。 

 

２．中期経営計画の基本方針と主要施策 

 当社は、以下の基本方針に基づき主要施策を断行し、顧客満足度と収益力を高めてまいります。 

（1）基本方針 

 ①生鮮デリカの強化。価値創造企業への転換 

・単なる価格競争から、価値創造への転換を通じ、お客様の食生活に満足と喜びを提供しま

す。特に生鮮デリカを重視していきます。 

 ②事業フォーマットの明確化による店舗の収益力強化 

 ・通常のスーパーマーケット店舗と生鮮＆業務スーパー店舗の事業フォーマットの方向性を明 

確にし、店舗の収益力を強化してまいります。 

 ③構造改革によるキャッシュ・フローの改善 

 ・競争力のある店舗に経営資源を集中し、キャッシュ・フローを改善させてまいります。 
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（2）主要施策 

 ①店舗価値の向上 

・既存店舗の収益力強化 

   商品構成、人員配置などに対する店舗改革を通じ、既存店舗の収益力を強化いたしま 

す。 

・デリカのインストア製造強化 

食品センター（惣菜製造加工センター）を閉鎖し、店舗での製造を強化し、「ヘルシー」「お

いしさ」「出来たて」をキーワードとしたより魅力的な商品の提供を行います。 

・戦略的な店舗投資の実施 

リニューアルや省エネ投資などの店舗投資を通じ、既存店の競争力の維持とローコスト運 

営の実現を行います。また、地域・エリア特性を踏まえた店舗フォーマットの開発を進めま

す。 

 ②事業構造の改革 

・不採算店舗の閉鎖 

平成 26 年４月を目処に、32 店舗中、不採算店舗である以下の 6 店舗を閉鎖いたします。 

      「マツヤ」 松代店、戸倉店、上田インター店、上田中之条店 

      「生鮮＆業務スーパー ユー・パレット」 長野南店、茅野店 

  ・人員体制の適正化 

人員体制の適正化施策を通じ、人員配置を見直し、業務の効率化、収益力の改善を図りま

す。 

  ・業務内容の分析及び人員配置の見直しにより、適材適所、最適配置の実現 

  ・正社員を対象とした 120 名規模の希望退職の募集 

・役員報酬の削減 

 

３．数値目標 

平成 29 年 2 月期単体業績において売上 291 億円、営業利益 5 億 9 千万円を目標としており

ます。 

（単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

なお、主要施策に記載のとおり、売上面につきましては不採算店舗を閉鎖する予定のため、 

平成 26 年 2 月期に比べ減少しております。 

 

（注）本資料に記載する計画数値は、現時点において入手可能な情報に基づき、独自の判断により作成

したものでありますが、実際の業績は、今後さまざまな要因によって計画数値と異なる場合があります。 

以 上 

 

平成 26 年 2 月期 平成 29 年 2 月期 

（予想） （目標） 

売上高 368 291 

営業利益 1.4 5.9 

営業利益率 0.4％ 2.0％ 



中期経営計画について

平成26年2月4日



目次

1

第Ⅰ章 中期経営計画策定の背景と基本方針............................................. 2頁

第Ⅱ章 主要施策......................................................................................... 6頁

第Ⅲ章 数値目標........................................................................................ 11頁



第Ⅰ章 中期経営計画策定の背景と基本方針
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Ⅰ.中期経営計画策定の背景と基本方針

当社の環境認識 基本方針

生鮮デリカの強化。価値創造企業への転換

単なる価格競争から、価値創造への転換を通じ、お客様の食

生活に満足と喜びを提供し、特に生鮮デリカを重視していきま

す。

事業フォーマットの明確化による店舗の収益力強化

通常のスーパーマーケット店舗と生鮮＆業務スーパー店舗の

事業フォーマットの方向性を明確にし、店舗の収益力を強化し

てまいります。

構造改革によるキャッシュ・フローの改善

競争力のある店舗に経営資源を集中し、キャッシュ・フローを

改善させてまいります。

当社の内部環境の認識

・売上が減少しており、魅力あるお店・売場作りをするこ
とが急務です。しかし業績悪化から投資余力が低下し
ており、経営資源を集約し、店舗の魅力度向上に集中
する必要があります。
・従来の販管費削減努力は限界にきており、抜本的な
構造改革が必要と考えております。

当社の外部環境の認識

・長野県は高齢化と人口減少が全国平均以上に進み
食品小売市場の縮小傾向が強くなっております。
・長野県の食品スーパー市場における県外資本スーパ
ーのシェアは拡大しており、またコンビニなど他業態が
生鮮を取り扱うことで、食品小売市場のシェアを奪う状
況となっており、将来的に更に競合環境は激化すると
考えております。
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Ⅰ.ⅰ構造改革の必要性 ～店舗の魅力度向上～

売上が減少しており、魅力あるお店・売場作りをすることが急務です。しかし業績悪化から投資
余力が低下しており、経営資源を集約し、店舗の魅力度向上に集中する必要があります。

売上高の推移 有形固定資産取得額の推移単位：百万円単位：百万円

競合激化により売上
が低下

店舗数 31店 32店 32店

2012年2期、 2013年2期に各1
店の新規出店するも不採算
であり、投資が利益に繋がり
ませんでした。

近年店舗閉鎖がされておらず、
スクラップアンドビルドによる
店舗の魅力の維持向上が十
分に出来ておりません。

当期の設備投資額は大幅に
減少しております。
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Ⅰ.ⅱ構造改革の必要性 ～販管費削減努力の限界～

5

販管費削減努力を徹底してまいりましたが、利益を出すほどには至らず、正社員比率の上昇も
含め、これ以上の販管費削減は従来通りの手法では限界となっております。

販管費推移 正社員・パートナー数の推移注１
単位：人単位：百万円

注１：正社員数は期末時点、パートナーは８時間換算の期中平均人数

正社員比
率が大幅
に上昇し
ており、人
件費の高
止まりの
要因のひ
とつとなっ
ています。

経費削減を徹底しましたが、利
益を出すほどに至らず、これま
での延長線上のコスト削減努力
は限界にきております。



第Ⅱ章 主要施策
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Ⅱ.価値創造企業への転換

7

楽しい食卓や豊かな食生活へ つながる提案をする

・お客様が欲しい商品（品質・価格・適量）の提供
・地元商品（地産地消）を重視
・試食販売、食べ方・メニュー提案
・商品陳列の棚割りの改廃、曜日・時間帯にあった最適な品揃え

■小売業の売場面積の増加＝供給増加
同業他社・異業種・ネット通販との競争激化で、価格競争がさらに進む

■少子高齢化＋人口の減少＝需要の減少

必要ないモノは買わないため、値下戦略では期待する程、客数が伸びず

価格だけの競争から、価値創造への転換！
生鮮食品・デリカの価値(品質・適量＝適価)を重視



Ⅱ.ⅰ主要施策 ～店舗価値の向上①～

通常

スーパー

通常

スーパー

地域密着鮮度

時間帯別の

商品政策

アイテム絞込み

法人客の

対応強化

ローコスト
オペレーション

当社が目指すお店のあり方

豊かで楽しい食生活を提案

無駄をなくして低価格
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店舗価値の向上

生鮮&業務

スーパー

生鮮&業務

スーパー

１．既存店舗の収益力強化

２．デリカのインストア製造強化

３．戦略的な店舗投資の実施



Ⅱ.ⅰ主要施策 ～店舗価値の向上②～

9

店舗価値の向上

１．既存店舗の収益力強化
・商品構成、人員配置などに対する店舗改革を通じ、既存店舗の収益力を強化を致
します。

２．デリカのインストア製造強化
・食品センター（惣菜製造加工センター）を閉鎖し、店舗での製造を強化し「ヘルシー」
「おいしさ」「出来たて」をキーワードとしたより魅力的な商品の提供を行います。

３．戦略的な店舗投資の実施

・リニューアルや省エネ投資などの戦略的な店舗投資を通じ、既存店の競争力維持と
ローコスト運営を実現させます。

・地域・エリア特性を踏まえた店舗フォーマットの開発を進めます。



10

Ⅱ.ⅱ主要施策 ～事業構造の改革～

１．不採算店舗の閉鎖
平成26年4月を目処に以下の6店舗を閉鎖。
・マツヤ 松代店、戸倉店、上田インター店、上田中之条店
・生鮮＆業務スーパー ユー・パレット 長野南店、茅野店

２．人員体制の適正化
人員体制の適正化に関連する以下の施策を実施。
・業務内容の分析及び人員配置の見直しにより、適材適所、最適配置の実現
・正社員を対象とした120名規模の希望退職の募集

３．役員報酬の削減

事業構造の改革



第Ⅲ章 数値目標
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Ⅲ.数値目標

平成29年2月期単体業績において売上291億円、営業利益5億9千万円を目標としており
ます。

平成26年
2月期

平成29年
2月期

（予想） （目標）

売上高 368 291

営業利益 1.4 5.9

営業利益率 0.4% 2.0%

（注）本資料に記載する計画数値は、現時点において入手可能な情報に基づき、独自の判断により作成した
ものでありますが、実際の業績は、今後さまざまな要因によって計画数値と異なる場合があります。

※なお、主要施策に記載のとおり、売上面につきましては不採算店舗
を閉鎖する予定のため、平成26年2月期に比べ減少しております。

（単位：億円）


